
 

現場代理人の常駐義務緩和措置取扱要領 

 

平成２３年１１月 １日改正 

平成２５年１２月 ２日一部改正 

平成２８年 ４月 １日一部改正 

平成２８年 ６月 １日一部改正 

平成３０年 ４月 １日一部改正 

令和 ２年 ４月 １日一部改正 

令和 ３年 １月２９日一部改正 

令和 ５年 １月 20日一部改正 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、請負業者の受注機会の拡大を図るため、福島市工事請負契約約款第１０条第３

項で規定する現場代理人の常駐義務の一部を緩和し、兼任を認める措置について必要な事項を定

めるものとする。 

 

 （対象工事） 

第２条 現場代理人の常駐義務の緩和の対象となる工事は福島市発注の工事で、次のいずれかの条

件を満たす工事について、合計２件まで兼任できるものとする。ただし、低入札価格調査の調査対

象となった工事を除く。 

 （１）建設業法施行令第２７条第２項に規定する同一の専任の主任技術者が兼務する工事 

同一の専任の主任技術者が兼務する工事とは、工事の対象となる工作物に一体性若しく 

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現 

場の相互の間隔が１０ｋｍ程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する工事 

 （２）請負金額がそれぞれ４，０００万円（建築一式工事は８，０００万円）未満の工事で下記の工種区 

分が同一の工事 

区分１ 
一般土木、舗装、鋼橋上部、ＰＣ橋上部、しゅんせつ、塗装、法面処理、下水道、

清掃施設、消雪、造園、さく井、グラウト、水道施設 

区分２ 建築、電気設備、暖冷房衛生設備、機械設備、通信設備 

 （３）（１）（２）のほか、特に発注者が支障はないと認めた工事 

２ 施行日以前に契約した工事は、先行工事として取扱うこととする。 

 

 （手続き） 

第３条 現場代理人の兼任を希望する受注者は、契約締結時に現場代理人兼任届（別記様式）を施工

届に併せて提出するものとする。 

 



 

 （兼任配置した場合の条件） 

第４条 現場代理人を兼任配置した工事については、安全確保の観点から次の条件を付すものとす

る。 

 （１）緩和が承認された工事現場において、次の事項を履行すること。履行されていないこと 

    が確認された場合には、緩和の承認を取り消すものとする。 

   ①現場代理人が不在となる工事現場においては、工事現場の取締りのほか、工事の施行   

   に関わる事項を処理できる責任者を指定し、必ず配置すること。 

    ②現場代理人は、必ずいずれかの工事現場に駐在すること。 

    ③現場代理人が工事現場を離れるときは、現場の安全管理の徹底を図るとともに、監督 

     員と必ず連絡が取れる体制を構築すること。 

    ④現場代理人は、１日に１回以上は当該工事現場に駐在し、現場管理に当たること。 

    ⑤現場代理人は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）及び労働安全衛生規則（昭 

     和４７年労働省令第３２号）に基づき、安全衛生推進者、安全衛生責任者などを選任 

     すること。また、作業主任者が必要な作業においては必ず配置すること。 

 （２）（１）の各項のうち、次の場合に限り上記①、②、③の義務事項を除外する。 

    ①契約後の準備期間中で、工事に着手していない場合 

    ②片方の工事が中止又は休止となっている場合 

    ③工事が完了して竣工検査の待機中となっている場合 

 （３）緩和が承認された工事現場において、安全管理の不徹底や現場体制の不備に起因する事  

    故が発生した場合は直ちに緩和の承認を取り消すものとする。 

 （４）受注者が工事発注者から現場代理人の承認を取り消された際には、新たな現場代理人を  

    配置すること。新たな現場代理人を配置できない場合には、工事発注者は解除権に基づ 

    き当該工事の契約を解除するものとする。 

 

 （変更契約時の取扱い） 

第５条 現場代理人を兼任配置した工事について、設計変更等による変更契約により、対象工事の条

件を満たさなくなった場合においても、当該兼任配置を認めるものとする。 

 

附則 

この要領は、平成２３年１１月 １日から施行する。 

それ以前に契約した工事についても、先行工事として対象とすることができる。 

附則 

この要領は、平成２５年１２月 ２日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２８年 ６月 １日から施行する。 

 



 

附則 

この要領は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

附則 

この要領は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。 

附則 

この要領は、令和 ３年 ２月２５日から施行する。 

附則 

この要領は、令和 ５年 １月  １日から施行する。 

 


